
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Zojirushi Corporation

最終更新日：2016年3月7日
象印マホービン株式会社

代表取締役社長 市川典男

問合せ先：総務法務部 ＴＥＬ 06‐6356‐2322

証券コード：7965

http://www.zojirushi.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 ステークホルダーの信頼を確保し、持続的に企業価値を高めるため、コーポレート・ガバナンスの充実は、重要な経営課題のひとつと認識して 
おります。 
 当社は、激しい経営環境の変化に迅速に対応し、企業価値を創造し成長するため、企業体質の強化、経営効率の向上を図り、かつ、監査・統制
機能の強化に取り組み、経営の迅速性、健全性、透明性を確保し、コーポレート・ガバナンスを充実させてまいりたいと考えております。 

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

市川 典男 8,376,896 11.53

協和興産株式会社 4,045,443 5.57

和幸株式会社 3,957,000 5.45

宝英商事有限会社 2,970,000 4.09

象印共栄持株会 2,688,320 3.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,982,000 2.73

市川 尚孝 1,965,000 2.70

市川 博邦 1,891,000 2.60

公益財団法人市川国際奨学財団 1,650,000 2.27

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,552,494 2.13

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 11 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

――― 



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

高岸直樹 税理士

伊住弘美 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

高岸直樹 ○ ―――

税理士としての専門知識・経験に加え、大学講
師として会社法に関する学識も有しており、幅
広い経験と識見に基づき、客観的、中立的な
立場から経営に対する監督を行っていただくた
め、社外取締役に選任しております。また、独
立役員として、一般株主との利益相反が生じる
おそれはないと判断しております。 

伊住弘美 ○ ―――

国内外の人々や子供たちに対して日本の伝統
文化・伝統産業の情報発信・普及などを行う会
社・法人の経営を通じた幅広い経験を有すると
ともに、人格・識見も優れております。客観的、
中立的な立場から多面的な視点や女性の視
点を当社の経営に活かしていただくため、社外
取締役に選任しております。また、独立役員と
して、一般株主との利益相反が生じるおそれ
はないと判断しております。 



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

 当社監査役と会計監査人は監査計画策定時や監査報告会、その他随時、情報共有の場を持っており、各々の監査方針、監査実施状況や期中
に発生した問題点について情報交換を実施するなど相互に連携し、監査の実効性の向上を図っております。 
 監査役は、内部監査部門と監査計画策定、内部監査結果、その他問題点に関する情報交換・意見交換を随時行うとともに、主要な事業所など 
必要に応じて、実地監査への立会いを行うなど、連携を高めることにより相互の機能強化を図っております。 
 また、内部監査部門は、監査役及び会計監査人に対して内部統制システムの整備状況及びその他の重要事項などについて随時報告を行うと 
ともに情報及び意見交換を行っております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

榮川和広 弁護士

里井義昇 弁護士 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

榮川和広  ―――

弁護士としての専門知識と幅広い経験を活か 
すことにより監査機能をより強化するとともに 
客観的、中立的な立場からの企業経営者に対
する監視等の実効性の向上を図るため選任し
ております。 

里井義昇  

当社は里井氏が所属する高木・里井法律
事務所の他の弁護士と顧問契約を締結 
し、顧問料を支払っておりますが、多額の
金銭その他の財産に該当するものではあ
りません。 

弁護士としての専門知識と幅広い経験を活か 
すことにより監査機能をより強化するとともに 
客観的、中立的な立場からの企業経営者に対
する監視等の実効性の向上を図るため選任し
ております。 



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

独立役員の人数 2 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

企業業績及び成果を勘案し、報酬額を決定しております。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

平成27年11月期における当社の取締役に対する役員報酬は以下のとおりであります。  
取締役の年間報酬総額 118百万円（うち社外取締役 3百万円） 
（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額103百万円は含まれておりません。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

取締役の報酬等につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、役職ごとに報酬額を定めた定額報酬部分と業績に応じて一定
の基準に基づき算定される業績連動部分から構成されており、業績連動部分の配分にあたっては取締役個人の成果を考慮して決定しておりま
す。決定手続については、取締役会で定めた内規に基づき、取締役会において決議を行っております。 

 社外取締役及び社外監査役に対して、担当部門を通じて事前に取締役会の審議事項に関する資料の送付を行うとともに、必要に応じて事前説
明を行うなど情報提供を実施しております。また、スケジュール等の連絡・調整なども担当部門を窓口として行っております。さらに、内部監査部
門が社外監査役を含め監査役のサポートをしており、必要に応じて情報の共有化を図っております。 

 取締役会は提出日現在において取締役９名（うち２名を社外取締役）で構成しており、原則として月1回開催し、法令で定められた事項や経営に
関する重要事項について決定するとともに、業務執行状況の報告及び監督を行っております。経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経
営体制の構築と経営責任の明確化を図るため、取締役の任期を１年としております。また、執行役員制度を導入し、意思決定の迅速化を図って
おります。 
 経営会議を原則として週１回開催し、代表取締役社長、取締役、担当執行役員等を中心に、経営の基本方針及び経営戦略、取締役会が決定し
た経営の基本方針に基づく執行方針に関する事項やその他経営全般にかかわる重要事項について審議を行い、迅速な経営活動を推進しており
ます。 
 監査役会は監査役３名で、そのうち２名を社外監査役で構成しております。監査役会は原則として月１回開催し、監査方針・監査計画の決定、
職務の執行状況の報告を行うとともに、常勤監査役は経営会議などの重要な会議にも出席し、監査役会等を通じて社外監査役との情報共有を
図っており、経営に対する監視の強化に努めております。また、内部監査部門との連携強化をはじめ、監査役の機能強化も図っております。 
 社外取締役を２名選任し、監査役とそれぞれの立場を活かした監督・監査を行うとともに、社外取締役と監査役は情報共有や意見交換を定期
的に行うなど相互の連携を強化することにより、経営に対する監督機能が有効に機能する体制を構築しております。 
 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締
役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行において善意かつ重大な過失がない時に限られます。 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

 内部監査部門として監査部（人員４名）を設置し、当社及びグループ会社を対象に業務遂行状況等について、監査計画に従い定期的に内部監 
査を実施しております。また、監査部は内部統制システムの整備状況及び運用状況の評価など内部統制に関する業務も行っております。 
 会計監査人として、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。（平成27年11月期においては、川井一男氏、奥
田賢氏の２名(継続年数はいずれも７年以内)が業務を執行し、公認会計士６名、その他11名が補助者として会計監査業務を実施しております。） 

 社外からの経営監視という観点においては、法律、税務、財務、会計等に関する専門的な知見と幅広い経験に加え、多面的な視点や女性の視
点を活かして客観的、中立的な立場からの監督・監査を実施し、企業統治の実効性や企業価値の向上を図っております。 
 また、社外取締役を２名選任し、監査役とそれぞれの立場を活かした監督・監査を行うとともに、社外取締役と監査役は情報共有や意見交換を
定期的に行うなど相互の連携を強化することによりガバナンス体制の充実を図ることで、経営に対する監督機能が有効に機能する体制を構築し
ており、現状の体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様が議案の内容等を十分検討したうえで、議決権を行使していただくことができるよ
うに招集通知の早期発送に努めております。

その他
当社ホームページへの招集通知の掲載を行っております。また、株主総会会場では、映像、
写真、グラフやナレーションを使用して事業概況等の報告を行い、株主の皆様によりわかりや
すい説明を行っております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

IR資料のホームページ掲載

下記のURLにて決算短信、適時開示資料、有価証券報告書・四半期報告書、 
コーポレート・ガバナンス報告書、業績の推移などのIR資料を掲載しておりま 
す。 
http://www.zojirushi.co.jp/corp/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置
・IR担当部署名 総務法務部、経理部 
・IR担当役員 常務取締役管理本部長 飯田昌清 
・IR事務連絡責任者 執行役員経理部長 真田 修

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は経営方針『「コーポレートブランドの向上」～世界で信頼されるブランドに～』を掲げ、法 
令の遵守、迅速で適切な情報開示、人権の尊重、積極的な社会貢献等により健全かつ透明な 
関係を築くとともに、互いの利益を実現することを目指して企業経営を行っており、経営姿勢、 
倫理行動規範や経営計画等において株主、お客様、従業員、取引先、地域社会等各ステーク
ホルダーの立場の尊重について規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

国内製造事業所においてISO１４００１の認可を受けており、これに準拠して電気等のエネルギ 
ー使用量の削減、省エネルギーやリサイクルを考慮した製品設計およびグリーン調達に向けて 
の活動を展開するとともに、定期的に事業所周辺の清掃活動を実施するなど地域に密着した 
活動も行っております。 
また、「クールビズ」、「ウォームビズ」をはじめとする取り組みを推進しております。さらに、優れ 
た保温保冷性能と、何度も繰り返し使えて環境に優しいステンレスボトルを携帯することによ
り、環境への貢献と、健康的なライフスタイルを提案するキャンペーンを企画し、イベントへの協
賛や各メディアへの情報発信など積極的な啓蒙活動を展開しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

全てのステークホルダーの皆様に当社の状況を正しく理解していただくことを目的として、金融 
商品取引法等の関係法令、証券取引法の定める適時開示規則を遵守するとともに、当社を理 
解していただくうえで有用な情報についても、プレスリリースやホームページ等への掲載を通じ 
て適時・適切な開示に努めることを基本方針としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、取締役会において中期経営計画を策定し、それに基づく各年度計画に従い当社及び子会社における具体的な年度目標や予算を設定
するとともにそれに基づく月次、四半期業績管理を定期的、日常的に実施しております。また、原則的に週1回開催される経営会議において、当
社及び当社グループ全体における諸重要案件の検討を行い、早期解決、実施を図っております。この経営会議には常勤監査役も毎回出席し、取
締役、執行役員の職務執行を監視できる体制となっております。 
 情報管理体制につきましては、各種情報の記録や保存に関しては、社内規程に基づき、適切に保存及び管理をしております。また、情報セキュ
リティに係る規程を制定し、情報セキュリティの管理体制を明確化するとともに、情報セキュリティを向上させるための施策を推進しております。 
コンプライアンス体制につきましては、コンプライアンス規程を制定し、コンプライアンス委員会を設置するとともに、内部通報制度の導入や一人ひ
とりが心がけるべき規範として「倫理行動規範」を制定するなど当社グループ全体への教育啓蒙活動を実施しており、当社グループ全体のコンプ
ライアンス体制のさらなる強化を目指しております。また、財務報告の信頼性を確保するため、内部統制委員会を中心に財務報告に係る内部統
制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・改善に努めております。 
 リスク管理体制につきましては、リスク管理体制の強化を目指し、リスク管理基本規程を制定するとともにリスク管理委員会を設置して、当社グ
ループにおける様々な事業運営上のリスクについて、想定されるリスクの洗い出しとその評価、対応について整理、検討し、関係部署及びグルー
プ会社間で情報の共有化を行うとともに必要に応じて助言を行っております。また、リスク管理基本規程の下位規程として危機管理基本規程を制
定するとともに、万一危機が顕在化した場合には、対応マニュアルに基づき、迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を整え
ております。

□反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
 当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して断固とした姿勢でのぞみ、反社会的勢力及び団体か
らの不当な要求などには応じず、関係を断絶することを基本方針としております。 
 
□反社会的勢力排除に向けた整備状況 
 「倫理行動規範」「コンプライアンスマニュアル」において、反社会的勢力に対する姿勢、反社会的勢力との関係断絶について定めております。 
反社会的勢力への対応については総務法務部を対応統括部署とし、平素から警察・顧問弁護士及び関連団体等の外部専門機関と緊密な連携 
を図りつつ、反社会的勢力に関する情報収集を行うとともに、入手した情報を対応統括部署において管理しております。また、対応マニュアルを 
整備し、その実態や対応策について意識の徹底を図っております。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

□適時開示体制の概要 
 当社及び当社グループ会社における重要な会社情報については情報取扱責任者に集約され、情報取扱責任者は総務法務部、経理部と連携 
し、当該情報の開示の必要性について、東京証券取引所の定める適時開示規則に基づき検討を行います。 
 適時開示が必要であると判断された情報のうち、決定事実については、総務法務部において開示資料を作成し、情報取扱責任者が開示内容
の確認を行い、経営会議、取締役会で承認された後、情報取扱責任者は速やかに開示を行います。 
 また、発生事実につきましては、総務法務部において開示資料を作成し、情報取扱責任者が開示内容の確認を行い、代表取締役社長に報告
の上、速やかに開示を行います。 
 決算情報につきましては、経理部、総務法務部、経営企画部が分担して開示資料を作成し、情報取扱責任者が開示内容の確認を行い、経営会
議、取締役会で承認された後、速やかに開示を行います。 
 なお、情報の開示が行われるまでは、社内規程により、インサイダー取引の防止と情報管理の徹底を図っております。 
 また、適時開示の方法については、東京証券取引所のＴＤｎｅｔ（適時開示情報伝達システム）への登録により行い、必要に応じて記者会見の実 
施や、開示資料の配布を大阪証券記者クラブ、大阪商工記者クラブおよび東京商工会議所の記者クラブなどで実施することにより情報の周知を 
図っております。また、ＴＤｎｅｔによる開示が行われた後、速やかに自社ホームページへの開示資料の掲載を行っております。 





模式図

各部門、グループ会社

報告

総務法務部 経理部

経営会議、取締役会 代表取締役社長

情報取扱責任者

証券取引所、記者クラブ、ホームページ

・開示の必要性について検討

・開示資料の作成および確認

情報取扱責任者

報告

承認

発生事実決定事実、決算情報

開示

経営企画部




